
第７５号議案 

   新城市支給認定子どもの教育及び保育に係る利用者負担額に関する条例の一部

改正 

 新城市支給認定子どもの教育及び保育に係る利用者負担額に関する条例の一部を改

正する条例を次のように定めるものとする。 

  平成２９年６月８日提出 

新城市長 穂 積 亮 次   

 

   新城市支給認定子どもの教育及び保育に係る利用者負担額に関する条例の一部

を改正する条例 

 新城市支給認定子どもの教育及び保育に係る利用者負担額に関する条例（平成２７

年新城市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 第３条を次のように改める。 

 （利用者負担額） 

第３条 利用者負担額は、支給認定子どもに対して行われる教育又は保育に係る日及

び時間に応じ、午前８時３０分から午後３時までの間に行われる教育又は保育にあ

っては別表第１に、その他の時間に行われる教育又は保育にあっては別表第２に定

めるところにより算出した額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、支給認定保護者又は当該支給認定保護者と同一の世帯

に属する者が要保護者等（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３

号。以下「令」という。）第４条第４項に規定する要保護者等をいう。以下同じ。）

に該当する場合における当該支給認定保護者に係る支給認定子どもに関する利用者

負担額は、次の各号に掲げる支給認定子どもの区分に応じ、当該各号に定める額と

する。 

 ⑴ 支給認定保護者の属する世帯が別表第１に定める階層区分のＢ１階層又はＢ２

階層のいずれかに該当する場合における当該支給認定保護者に係る支給認定子ど

も ０円 

 ⑵ 支給認定保護者の属する世帯が別表第１に定める階層区分のＣ１階層からＤ３

階層までのいずれかに該当する場合における当該支給認定保護者に係る満３歳以

上の支給認定子ども（満３歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある



ものを除く。） 前項の規定により算出した額に０．５を乗じて得た額（その額

が３，０００円を超える場合は、３，０００円） 

 ⑶ 支給認定保護者の属する世帯が別表第１に定める階層区分のＣ１階層からＤ３

階層までのいずれかに該当する場合における当該支給認定保護者に係る満３歳未

満の支給認定子ども及び満３歳以上の支給認定子どもであって、満３歳に達する

日以後の最初の３月３１日までの間にあるもの（第６条第１項において「満３歳

未満支給認定子ども等」という。） 前項の規定により算出した額に０．５を乗じ

て得た額（その額が９，０００円を超える場合は、９，０００円） 

 第４条第１項中「子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。以下

「令」という。）」を「令」に改め、「（前条第１号に規定する教育又は保育に係るもの

に限る。以下この条から第７条までにおいて同じ。）」を削り、「別表第１に定める」を

「前条第１項の規定により算出した」に改め、同項各号中「（同一年齢の支給認定子ど

もが２人以上いる場合は、そのうちの１人とする。以下同じ。）」を削り、同条に次の

１項を加える。 

３ 支給認定保護者が前条第２項の規定の適用を受ける場合であって、かつ、その場

合の当該支給認定保護者に係る支給認定子どもに関する利用者負担額が第１項に規

定する利用者負担額より低額であるときは、同項の規定は適用しない。 

第５条第１項中「Ｂ階層からＤ３階層までの階層」を「Ｂ１階層又はＢ２階層のい

ずれか」に、「別表第１に定める額に０．５を乗じて得た額」を「０円」に改め、同条

第３項中「（令第４条第４項に規定する要保護者等をいう。）」を削り、「第１項」を「第

２項」に、「別表第１に定める」を「第３条第１項の規定により算出した」に改め、同

項を同条第４項とし、同条第２項中「Ｂ階層」を「Ｂ１階層」に、「の階層」を「のい

ずれか」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 第３条の規定にかかわらず、特定被監護者等が２人以上いる場合の支給認定保護

者に係る次の各号に掲げる支給認定子どもに関する利用者負担額は、当該支給認定

保護者の属する世帯が別表第１に定める階層区分のＣ１階層からＤ３階層までのい

ずれかに該当するときは、第３条第１項の規定により算出した額に０．５を乗じて

得た額とする。 

 ⑴ 支給認定保護者に係る特定被監護者等のうち小学校就学前子ども以外のものが

１人のみである場合における最年長の支給認定子ども 



 ⑵ 支給認定保護者に係る全ての特定被監護者等が小学校就学前子どもの場合にお

ける最年長の支給認定子どもの次に最年長の支給認定子ども 

 第５条に次の１項を加える。 

５ 支給認定保護者が第３条第２項又は前条第１項若しくは第２項の規定の適用を受

ける場合であって、かつ、その場合の当該支給認定保護者に係る支給認定子どもに

関する利用者負担額が第２項に規定する利用者負担額より低額であるときは、同項

の規定は適用しない。 

 第６条第１項中「満３歳未満の支給認定子ども（３歳に達する日以後の最初の３月

３１日までの間にあるものを含む。以下この項において同じ。）」を「満３歳未満支給

認定子ども等」に改め、同項第１号中「別表第１」を「支給認定保護者の属する世帯

が別表第１」に、「Ｂ階層」を「Ｂ１階層」に、「階層に属する世帯に属する」を「い

ずれかに該当する場合における当該支給認定保護者に係る」に改め、同項第２号中「別

表第１に定める階層区分」を「支給認定保護者の属する世帯が別表第１に定める階層

区分」に、「階層に属する世帯に属する」を「いずれかに該当する場合における当該支

給認定保護者」に、「別表第１に定める額」を「第３条第１項の規定により算出した額」

に改め、同条第２項を次のように改める。 

２ 支給認定保護者が第３条第２項、第４条第１項若しくは第２項又は前条第１項か

ら第４項までのいずれかの規定の適用を受ける場合であって、かつ、その場合の当

該支給認定保護者に係る支給認定子どもに関する利用者負担額が前項に規定する利

用者負担額より低額であるときは、同項の規定は適用しない。 

 第７条を削り、第８条を第７条とする。 

 第９条中「規則で」を「市長が別に」に改め、同条を第８条とする。 

 附則に次の２項を加える。 

 （法附則第６条第４項の規定により徴収する費用の額） 

３ 第３条から第７条までの規定は、法附則第６条第４項の規定により市が徴収する

費用の額について準用する。 

 （法附則第９条第１項に規定する市が定める額） 

４ 第３条から第７条までの規定は、法附則第９条第１項第１号イ、同項第２号イ（１）、

同号ロ（１）、同項第３号イ（１）及び同号ロ（１）に規定する市が定める額につい

て準用する。 



 別表第１備考以外の部分を次のように改める。 



別表第１（第３条関係） 

階層

区分 

定義 平日（月額） 土曜日又は日曜日（月額） 

満３歳未満 満３歳以上 満３歳未満 満３歳以上 

Ａ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による

被保護世帯（単給世帯を含む。）及び中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第３０号）による支援給付受

給世帯 

０円 ０円 ０円 ０円 

Ｂ１ Ａ階層を除き、当該年度分の市町村民税非課税世

帯 

１，６００円 ９００円 ４００円 ３００円 

Ｂ２ Ａ階層及びＢ１階層を除き、当該年度分の市町村

民税の課税世帯であって、その市町村民税の額が

均等割（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第２９２条第１項第１号に規定する均等割をい

う。）の額のみの世帯（所得割課税額（同項第２

号に規定する所得割の額をいう。以下同じ。）の

ない世帯） 

４，５００円 １，２００円 １，２００円 ５００円 

Ｃ１ Ａ階層からＢ２階層までを ４２，７００円未満 ７，８００円 ４，４００円 ２，１００円 １，７００円 



Ｃ２ 除き、当該年度分の市町村民

税の所得割課税世帯であっ

て、その所得割課税の年額区

分が次の額である世帯 

４２，７００円以上 

４８，６００円未満 

１０，７００円 ５，８００円 ２，８００円 ２，０００円 

Ｄ１ ４８，６００円以上 

５８，６００円未満 

１０，７００円 ５，８００円 ２，８００円 ２，０００円 

Ｄ２ ５８，６００円以上 

６６，９００円未満 

１４，３００円 ５，８００円 ２，９００円 ２，０００円 

Ｄ３ ６６，９００円以上 

７７，２００円未満 

１６，９００円 ５，８００円 ３，１００円 ２，０００円 

Ｅ ７７，２００円以上 

９７，０００円未満 

１６，９００円 ８，０００円 ３，１００円 ２，５００円 

Ｆ１ ９７，０００円以上 

１１７，６００円未満 

２０，４００円 ８，０００円 ３，４００円 ２，５００円 

Ｆ２ １１７，６００円以上 

１３２，３００円未満 

２４，９００円 ８，６００円 ３，６００円 ２，５００円 

Ｆ３ １３２，３００円以上 

１６９，０００円未満 

２５，５００円 ８，６００円 ４，１００円 ２，５００円 

Ｇ １６９，０００円以上 

２１１，３００円未満 

２６，８００円 ８，６００円 ４，９００円 ２，５００円 

Ｈ１ ２１１，３００円以上 ２６，８００円 ８，６００円 ４，９００円 ３，３００円 



２６４，１００円未満 

Ｈ２ ２６４，１００円以上 

３０１，０００円未満 

２８，１００円 ８，６００円 ５，３００円 ３，３００円 

Ｉ ３０１，０００円以上 

３９７，０００円未満 

２８，１００円 ８，６００円 ５，３００円 ３，３００円 

Ｊ ３９７，０００円以上 ２８，１００円 ８，６００円 ５，３００円 ３，３００円 



 別表第１備考５中「Ｃ１階層からＪ階層までの階層における」を削り、「第３１４条

の８、」の次に「第３１４条の９並びに」を加え、「及び附則第５条の４の２第５項」

を「、附則第５条の４の２第６項、附則第５条の５第２項、附則第７条の２第４項及

び第５項、附則第７条の３第２項並びに附則第４５条」に改め、同表備考７中「Ｃ１

階層からＪ階層までの階層に属する世帯の」を削る。 

 別表第２備考以外の部分を次のように改める。 

別表第２（第３条関係） 

世帯区分 平日（月額） 土曜日又は日曜日（月額） 

満３歳未満 満３歳以上 満３歳未満 満３歳以上 

別表第１に定める階

層区分のＡ階層に該

当する世帯 

０円 ０円 ０円 ０円 

別表第１に定める階

層区分のＢ１階層に

該当する世帯 

１００円 １００円 １００円 １００円 

別表第１に定める階

層区分のＢ２階層に

該当する世帯 

４００円 １００円 １００円 １００円 

別表第１に定める階

層区分のＣ１階層に

該当する世帯 

７００円 ７００円 ２００円 ２００円 

別表第１に定める階

層区分のＣ２階層に

該当する世帯 

１，０００円 １，０００円 ２００円 ２００円 

別表第１に定める階

層区分のＤ１階層に

該当する世帯 

１，０００円 １，０００円 ２００円 ２００円 

別表第１に定める階 １，４００円 １，０００円 ２００円 ２００円 



層区分のＤ２階層に

該当する世帯 

別表第１に定める階

層区分のＤ３階層に

該当する世帯 

１，６００円 １，０００円 ３００円 ２００円 

別表第１に定める階

層区分のＥ階層に該

当する世帯 

１，６００円 １，６００円 ３００円 ２００円 

別表第１に定める階

層区分のＦ１階層に

該当する世帯 

２，０００円 １，６００円 ３００円 ２００円 

別表第１に定める階

層区分のＦ２階層に

該当する世帯 

２，４００円 １，６００円 ３００円 ２００円 

別表第１に定める階

層区分のＦ３階層に

該当する世帯 

２，５００円 １，６００円 ４００円 ２００円 

別表第１に定める階

層区分のＧ階層に該

当する世帯 

２，５００円 １，６００円 ４００円 ２００円 

別表第１に定める階

層区分のＨ１階層に

該当する世帯 

２，５００円 １，７００円 ４００円 ４００円 

別表第１に定める階

層区分のＨ２階層に

該当する世帯 

２，６００円 １，７００円 ５００円 ５００円 

別表第１に定める階

層区分のＩ階層に該

２，６００円 １，７００円 ５００円 ５００円 



当する世帯 

別表第１に定める階

層区分のＪ階層に該

当する世帯 

２，６００円 １，７００円 ５００円 ５００円 

 別表第２備考１中「第３条第２号に規定する」を「午前８時３０分から午後３時ま

での時間以外の」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年９月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の新城市支給認定子どもの教育及び保育に係る利用者負担額に関する条例

の規定は、平成２９年４月以後の月分の利用者負担額について適用し、同月前の月

分の利用者負担額については、なお従前の例による。 

 

   理 由 

 この案を提出するのは、子ども・子育て支援法施行令等の一部改正に伴い、市町村

民税の所得割の非課税世帯に係る第２子の利用者負担額を無償とする等のため必要が

あるからである。 


